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定年延長と就業規則の不利益変更及び一般的拘束力
人口の高齢化、これに伴う労働力人口の高齢化が背景となって、ひと頃から定年延長に対する社会的要請が強
まっている。こうしたことから、徐々に定年年齢が引き上げられ、一律定年制を定める企業の中での定年年齢の
分布は、一九七九年以前は五五歳以前が六○歳以上を上回っていたが、一九八○年に同水準（三九・七％）にな
り、それ以降、着実に後者が増えてきている。一九八八年時点で、六○歳以上’五八・八％、五六～五九歳Ｉ一
七・一％、五五歳以下’二四・二％である（労働省政策調査部「雇用管理調査」参照）。一九八六年四月には、六
○歳定年制を努力義務とする「中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法の一部を改正する法律」が成立し、
さらにいっそう定年延長に拍車がかかっているといってよいであろう。しかし、企業の側からすると、これは、
賃金・退職金・年金負担の増大、役職ポストの不足等の問題をひきおこし、｜定の対策を講じることを余儀なく
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Ⅲ
当
事
者
原告Ｘは、昭和一一八年四月一日にＹ銀行に入行し、同五九年一二月現在の資格は主事二級であり、役職は、同
五四年八月一日から融資第一部長補佐の職にある。そして同五九年二月四日に満五五歳に達している。なお、
Ｙ銀行における労使協定で、部長補佐は非組合員になることとされているため、Ｘは組合員ではない。
②
Ｙ
銀
行
に
お
け
る
従
来
の
定
年
制
㈹Ｙ銀行の従業員組合は、昭和二○年前半から、満五五歳定年制を一一一年延長するよう要求してきており、Ｙ
銀行もこれに沿った取り扱いを行ってきたが、就業規則上、制度化されたのは、同二六年八月であった。その後
二度改正が行われ、同四○年九月以降は、次のような規定になっていた。
させる。賃金体系・退職金算定方式の見直し、退職金の年金化、役職定年制、早期退職優遇制、選択定年制等で
ある。これらは、通常、就業規則や労働協約の改訂によって行われるが、労働条件の不利益変更を伴う場合には、
法的紛争が生じ得る。まさにこの点が問われたのが本件である。
本判決は、就業規則改正は合理性がなく許されないが、ほぼ同一内容の労働協約には一般的拘束力（労組法一
七条）の適用があるとして、結果的に賃金の減額を伴う定年延長を認めた。以下、事件の概要と判旨を紹介した
後、就業規則の不利益変更、｜般的拘束力の順に検討を加えていくことにする。
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旨
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(表Ｉ）本件定年後在職制度及び本件定年制の下での、満55歳以降の労働条件の比較
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;;i､;ﾐi:;（ 本件定年後在職制度 本件定年制
定年年齢
満55歳。但し、願出により、３年間
を限度として延長（男子については
満58歳定年が慣行)。
満60歳。
職位
従来通りの役職。 原則として、役職者は、満57歳以降、
参事役、副参事役、業務役、副業務役
につく。但し、意欲、体力、能力があ
れば、部店長等にとどまI)得る。
給
与
等
定
例
給
与
償
与
定期
昇給
ベア
本俸、資格手当、役付手当そして扶
養親族手当で繊成。
(本俸十扶養親族手当十役付手
当)ｘ6.8ケ月（夏3.3ケ月、冬3.5ケ
月)＋資格別定額。
標準以上の定期昇給を実施。
実施◎
①本俸のうち、一律55.000円を加算本
俸、その余を基本本俸とし、満55歳
達齢日の翌月１日以降、加算本俸は
支給しない。
②資格手当及び扶養親族手当は、従来
通I)支給する。
③役付手当は、職位に対応した手当に
改定し、支給する。
(基本本俸十扶養親族手当十役付手
当）ｘ３ケ月(夏1.5ケ月、冬1.5ケ月）十
資格別定額。
定期昇給を実施せず。
実施｡
退職金
満55歳定年時水準に、５５歳達齢日以
降、退職するまでの期間の特別慰労
金を加算した額。
従来の満55歳定年時水準に、５年間分
の特別慰労金を加算した額。
年金 かわらず
福利厚生 原則として、現行諸制度を継続適用。
Ｘは、就業規則の変更による本件定年制の実施がその既得の権利を奪い、一方的に労働条件を不利益に変更す
るものであるから効力を生じないとして、本件定年後在職制度の下での賃金と本件定年制の下での賃金の差額（満
五五歳から五八歳までの三年間分）等を請求した。これに対してＹ銀行は、①就業規則の変更は不利益でなく、
合理性もある、②（仮にそうでないとしても）本件労働協約には一般的拘束力（労組法一七条）が認められ、非
組合員たるＸにも拡張適用されると反論した。
従業員組合は、昭和五七年一○月一一八日にＹ銀行に対し、満六○歳までの定年延長要求を行い、数回の協議交
渉の後、最終的Ｅ本件定年制とほぼ同内容の労働協約を締結した（以下、本件労働協約という）。
③
満
六
○
歳
定
年
制
の
実
施
Ｙ銀行は、昭和五八年四月一日に就業規則を改正して、「……行員の定年は満六○歳とする。」との規定を置き、
労働条件等も表Ｉのような内容に改めた（以下、本件定年制という）。
参照）。
八年度までの二七年間中、男子庶務行員、さらに男子一般行員についても、大部分の者が本件定年後在職制度の
適用を受け、満五八歳まで勤務するのがその運用の実態であった。
㈹満五五歳以後の労働条件等については、基本的には満五五歳未満の者に対するのとかわらなかった（表Ｉ
２
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結
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功「……就業規則の変更による本件定年制の労働条件がＸに対して適用されるか否かを検討するに、新たな
く
就業規則の作成又は変更によって、労働者の既得の権利を奪い、労働者に不利益な労働条件を一方的に課する一｝
と
は
、
原
則
と
し
て
、
許
さ
れ
な
い
が
、
当
該
規
則
条
項
が
合
理
的
な
も
の
で
あ
る
限
り
、
個
々
の
労
働
者
に
お
い
て
、
こ
れ
に
同
意しないことを理由として、その適用を拒否することは許されない。」
い「就業規則の変更による本件定年制の実施は、労働期間が二年間延長されたにもかかわらず受け取る賃金
総額及び退職金の合計額は減少するという点においてＸにとって不利益なものである。」
口従業員の被る不利益の程度、変更の内容自体の相当性、変更との関連の下に行われた代償措置の状況、変
更の必要性の原因及び程度、労働組合との交渉の経過を考慮すると、使用者が本件定年制を「一方的に実施適用
することを正当化するに足りるだけの合理性を備えていると認めることはできない。」
解するのが相当である。」
い（旧）就業規則では、「願出により……定年後在職を命ずることがある」となっているが、（上記１②の事
実等から）「Ｙ銀行における定年後在職制度の適用を受けるということは、事実たる慣習として、Ｙ銀行および従
業員双方に対する拘束力を有していたと認めることができ、それは、Ｙ銀行における就業規則を補充していると
②
労
働
協
約
の
一
般
的
拘
束
力
㈹労組法一七条の要件１１コの工場事業場」
「『一の工場事業場』とは、多数の本店、支店を有し、各本店、支店ごとの特有な労働条件の存在が考えられな
い銀行のような業種においては、個々の本店または支店ではなく企業全体を指すと解すべきであり、当該労働協
⑩
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「他の同種の労働者」とは、「当該労働協約の規定の内容から適用が予定されている者の全体を指すと解すべき
であり、本件労働協約はＹ銀行の全行員を対象とするものであることは明らかであるから、Ｘは管理職ではある
が、『他の同種の労働者』にあたる。」
㈹
不
利
な
労
働
協
約
の
拡
張
適
用
「……本件定年制の労働条件が本件定年後在職制度のもとにおける労働条件よりもＸにとって不利益なもので
あることは前記認定のとおりであるが、労働組合法一七条の規定の文言上からは労働条件の不利益変更の場合は
労働協約の一般的拘束力は認められないと制限的に解釈すべき理由はないこと、労働組合法一七条の立法趣旨は、
労働協約の適用を受けない未組織労働者が協約に定める基準より不利な労働条件で雇用されている場合には、労
働組合の組合員と未組織労働者との不公正な競争が生じそれが協約基準の引下げへの圧力となり、また逆に未組
織労働者が協約基準より有利な労働条件で雇用されていると、有利な労働条件を求めて組合を脱退する者が生じ
組織を動揺させることになるから、これらの事態を未然に防止して労働組合の団結力の維持強化をはかること及
び統一的な労働条件を設定することにあると解するのが相当であり、右の立法趣旨からすれば労働条件の不利益
変更の場合にも、特段の事情がない限り、労働協約の一般的拘束力が認められ、新しい労働協約の効力が未組織
労働者にも及び、その労働条件は協約基準にまで引き下げられる」。本件の場合、「特段の事情」の存在は認めら
約がその場所的適用範囲を特定の工場事業場に限定せず企業全体を対象としている限り、四分の三以上であるか
否かは企業全体で判断するのが相当である。」そして、本件労働協約はこれに該当し、また企業全体における従業
員組合の組合員の占める割合は四分の一一一以上（三五四五名中一一一一一○五名）であるから、本件労働協約の締結によ
り、要件を充足するに至った。
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就業規則論の中で最も重要な実務上の論点といっていい不利益変更の問題は、従来、その法的性格と絡めて論
じられてきた。最高裁は、秋北バス事件（最大判昭四一一一・一二・二五民集一一二巻一一一一号一一一四五九頁）において、
特異な論拠づけで就業規則には「法的規範としての性質」が認められるとしたうえで、不利益変更の可否につき、
原則として、「既得の権利を奪い、労働者に不利益な労働条件を一方的に課すること」は許されないが、労働条件
の集合的処理、特にその統一的かつ画一的な決定を建前とする就業規則の性質から、「当該規則条項が合理的なも
のである限り」、労働者を拘束するとし、不利益性と合理性の二段構えでの判断方法を提示した。そして、ほとん
どの下級審判例も、これに基づいて判断を下している。
また、その後の段高裁判例において、その不利益変更論のなかでも特に重要な「合理性」に関して、一定の具
体化が図られている。すなわち、大曲市農協事件（最三小判昭六三・二・一六労判五一二号七頁）では、「当該就
業規則の作成又は変更が、その必要性及び内容の両面からみて、それによって労働者が被ることになる不利益の
程度を考慮しても、なお当該労使関係における当該条項の法的規範性を是認できるだけの合理性」をそなえてい
なければならず、「特に賃金、退職金など労働者にとって重要な権利、労働条件に関し実質的に不利益を及ぼす就
業規則の作成又は変更については、当該条項が、そのような不利益を労働者に法的に受忍させることを許容でき
れない。
１
不
利
益
変
更
に
関
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論
三
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益
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更
9５
本件において就業規則改正後の満五五歳から五八歳までの間の賃金額の減少自体が不利益なのは明白である。
しかし、問題なのは、これが満六○歳までの定年延長が基礎となっている点である。定年延長自体は、雇用保障
期間が延び、その間の賃金を得ることができるため、労働者にとって有利なものである。したがって、退職金を
も
含
め
て
、
こ
れ
ら
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
る
の
か
が
問
わ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。
本判決は、この点につき、本件定年後在職制度の下で取得しうる賃金総額と退職金の合計額（満五五歳から五
し
(2)た本（’
よ判
不う決珊
利には圃
益、、料
性こ上紅
るだけの高度の必要性に基づいた合理的な内容のもの」でなければならないとの指針を示している。そして、タ
ヶダシステム事件（最二小判昭五八・一一・二五労判四一八号二一頁）において、具体的に考慮すべき事情とし
て、①不利益の程度、②変更との関連の下に行われた賃金の改善状況、③変更の必要性、④労働組合との交渉の
経過、⑤他の従業員の対応、⑥関連会社の取扱い、⑦わが国社会における生理休暇制度の一般的状況が挙げられ、
（１）
これらを「総合勘案」する必要があるとされる。なお、学説においては、下級審判例を含めた分析によって、①
労働者の被る不利益の僅少性、②変更の必要の重大性、③変更の社会的相当性、④変更手続の相当性との判断基
準が析出され、注目されている。
２
本
判
決
に
お
け
る
不
利
益
変
更
に
関
す
る
判
断
判
断
枠
組
み
決は、上記秋北．ハス事件大法廷判決を引用し、これによって不利益性及び合理性を検討しているが、上述
うに、このことは、近時の判例の傾向にしたがったものである。
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八歳までの三年間分）と本件定年制の下でのそれ（満五五歳から六○歳までの五年間分）とを比較している。そ
して、たしかに、定年が二年間延長された分、後者が上回っている（約一一五○万円）が、前者に同期間分の利息
を加えると、逆にそれが約一八万円多くなると算定し、不利益変更になるとの判断を示した。これには、二年間
余分に働いたにもかかわらず、労働者にとって定年延長の主たる利害関係事である、対価が減少するのでは、そ
の意義はほとんどないのであり、これが実質的意味をもつには、相当程度上回っていなければならないとの認識
があるのであろう。妥当なものと思う。
なお、本判決は、代償措置（満五八歳以下で退職する場合の退職金の増額、労災の上積み補償対象の拡大、家
族年金の改善等）を考慮に入れても結論はかわらないとする。従来の判例の傾向からすると、この判断方法は異
例である。というのは、こうした代償措置は、不利益性ではなく、合理性とのかかわりで検討されてきたからで
（２）
ある。おそらくこれは、この点も考慮すると、不利益性判断が複雑になるからであり、むしろ諸般の事情が総ムロ
勘案される合理性のところのほうが柔軟な判定が可能となるためと思われる。
、〕△口和苞納ロ
㈹本判決は、合理性判断にあたって、考慮すべき事情として①従業員の被る不利益の程度、②変更の内容戸口
体の相当性（本件定年制における五五歳以降の賃金水準と他の地方銀行のそれ、並びに新潟県の平均賃金等との
比較）、③代悩措置の状況、④変更の必要性の原因と程度（社会的要謂と従業員組合の要求、定年延長に伴う人件
費増の負担能力）、⑤労働組合との交渉の経過を挙げるが、妥当であろう。しかし、これら五つの事情をどのよう
な視点で「総合考慮」するのかが明らかでないという点で問題が残る。上述したように、最高裁は、大曲市農協
事件で一定の指針を提示している。
回本件では、①変更の内容自体相当であった、②定年延長が社会的要請であり、従業員組合も要求していた、
合
理
性
9７
上記のように、就業規則改訂には合理性なしと判断されたたぬ次に、それとほぼ同一内容の労働協約が、一
般的拘束力（労組法一七条）によって、非組合員たるＸにも拡張適用されるのかどうかが問われることになった。
ところで、その要件は、①｜の工場事業場に②常時使用される③同種の労働者の④四分の三以上の労働者が⑤
一の労働協約の適用を受けるに至ったことである。本件では、このうち①及び③が問題となり、また効果との関
わりで、不利な労働協約の拡張適用の可否も問われている。以下、順次、検討を加えていこう。
ともあれ、就業規則の不利益変更に合理性なしと判断されたのは、その内容が、二年間定年延長されても、利
（４）
息を含めるとか、えって損をする、すなわちいわば「タグ働き」になるとの不利益性が大きく影粋したと考えられ
る。また、満五五歳間近な者に対して緩和・軽減措置がなかったという点も、Ｙ銀行に不利に作用したものと恩
（５）
われる。本判決は、使用者が一方的に行う労働条件、特に賃金のような「重要な権利、労働条件」の不利益変更
は「高度の必要性」がある場合にしか認められないとの最高裁の立場をより厳格に守ったものと評せようか。
残る。
③人件費の負担増に耐えるだけの経営上の余裕がなかった、④多数の従業員を組織する労働組合との合意があっ
たという、Ｙ銀行にとっては相当有利な事情が存した。特に、１．シ協定を結んでいる労働組合との合意１労働
協約の締結は、就業規則の変更を行う手続としては非常に望ましいものであり、それゆえ相当程度、合理性の椎
（３）
定が働くと考えられる。したがって、本判決が、これを他の事情と並べるだけで、重視１）ていないのには疑問が
四
一
般
的
拘
束
力
9８
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①
概
観
「一の工場事業場」をどのように理解するかについては、大きく二つの立場に分け得る。一つは、それを文言
通りとらえる立場である。例えば、行政解釈（昭和一一九・四・七労発二一号等）は、それは「個々の工場事業
場」であり、したがって一の企業が数個の工場事業場を有する場合、その企業内の工場事業場の各々がそれにあ
（６）
たると解しており、これに賛成する学説も多い。この考え方によると、たとえ企業全体でみれば、同種の労働者
の四分の三以上が一の労働協約の適用を受けていても、ある工場事業場でそれ未満だと、そこでの拡張適用は認
められないことになり、他とは異なった取り扱いとなる。これに対して、．の工場事業場」を「一の企業」と論
（７）
みかえるべきであるとの考えも有力に主張されている。これには、次のような認識があると考えられる。すなわ
ち、わが国の労働組合の組織形態の大部分は企業別であり、企業単位で労働協約が締結されているのが常態であ
るから、通常、そこでの労働条件の画一化が要請されている、したがって企業を基準にして拡張適用をとらえて
いくことこそが実態に即した考え方であり、一般的拘束力制度の趣旨にもよりよく合致する、と。
本判決は、「一の工場事業場」を、一定の条件付で企業と読みかえ得ると判断した。従来の判例のなかには、工
場事業場を基準としているもの（香港上海銀行事件〈大阪高判昭六○・二・六労判四六二号一四一一頁〉、東京商工
リサーチ事件〈東京地判昭五九・九・一三労判四一一一九号三○頁〉等）のほかに、本判決同様、企業を基準として
いるもの（吉田鉄工所事件〈大阪地判昭四九・三・六判時七四五号九七頁〉）も存するが、そこでは何らの説明も
１
｜
の
エ
場
事
業
場
②
本
判
決
の
立
場
9９
Ⅲ
意
義
労組法一七条は、要件及び効果に関係して、それぞれ、「同種の労働者」という文言を置いているが、これが同
一内容である一一とはいうまでもない。
「同種の労働者」とは、職種を同じくする労働者というのが本来的意味である。これが一般的拘束力において
用いられているのは、同一職種の労働者は同一労働条件によって規制されるのが通常なためである。ところで、
わが国の労働組合は、職種を問わず従業員が一括加盟する企業別組合であり、したがってそこで締結される労働
加
え
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
だ
け
に
、
注
目
に
値
す
る
。
ところで、本判決は、二つの条件を挙げる。まず第一に、「当該労働協約がその場所的適用範囲を特定の工場事
業場に限定せず企業全体を対象としている」ということであるが、これは、当然のことであろう。第二に、｜多数
の本店、支店を有し、各本店、支店ごとの特有な労働条件の存在が考えられない……業種」であるということで
ある。ここでの重点は、本店・支店の多数きではなく、「特有な労働条件の存在」という点にこそ存すると考えら
れる。しかし、これが具体的に何をさすのかは明らかでない。どのような要因に基づき、どの程度のちがいがあ
ればよいのであろうか。例えば、事業場毎に異なった態様の仕事が行われているため労働条件が異なるのであれ
ば、「同種」でないとすればすむ。ともあれ、法律上、「工場事業場」と明記されている以上、いくら実態に適合
するにしても、このようなあいまいな条件で、これを無視してしまうのには問題があるといわざるを得ない。や
はり、「工場事業場」を基準にすべきである。
２
同
種
の
労
働
者
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何本判決は、これにつき、「同種の労働者」を、「当該労働協約の規定の内容から適用が予定されている者の
全体を指す（傍点引用者）」との判断基準を示したうえで、上記協約規定を根拠にして、これを肯定した点に大き
な
特
徴
が
あ
る
。
た
し
か
に
、
現
に
当
該
労
働
協
約
の
「
適
用
が
予
定
さ
れ
て
い
る
」
か
ど
う
か
は
、
同
種
性
認
定
の
際
、
考
慮
さ
れ
る
べ
き
事
項
で
あ
る
が
、
こ
れ
を
、
一
般
的
判
断
基
準
に
し
て
し
ま
う
の
に
は
、
次
の
二
点
で
疑
問
で
あ
る
。
ま
ず
第
一
に
、
臨
時
工
の
よ
う
に
、
た
と
え
、
非
組
合
員
と
さ
れ
、
「
適
用
が
予
定
」
さ
れ
て
い
な
く
て
も
、
組
合
員
と
同
じ
内
容
の
仕
事
を
し
て
お
れ
㈹
周
知
の
よ
う
に
、
「
同
種
の
労
働
者
」
に
関
し
て
活
発
に
議
論
さ
れ
た
の
は
、
不
安
定
な
雇
用
関
係
に
あ
り
、
か
つ
劣
悪
な
労
働
条
件
下
に
置
か
れ
た
臨
時
工
に
つ
い
て
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
、
住
々
に
し
て
、
臨
時
工
は
、
当
該
労
働
協
約
の
適
用
対
象
外
と
さ
れ
て
い
た
。
そ
れ
に
対
し
て
本
件
で
は
、
管
理
職
と
い
う
、
上
位
に
位
置
す
る
者
に
つ
い
て
同
種
性
が
問
わ
れ
て
お
り
、
ま
た
本
件
労働協約には、「全行員を対象とする」という規定まで置かれていた（おそらくそれが、全従業員に適用される就
業規則の改訂と結びついて締結されたためであろう）という点で、前者とは、いわば対極にある問題が提起され
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
協
約
は
、
組
合
員
全
員
を
対
象
と
す
る
も
の
が
多
く
、
分
け
ら
れ
て
い
て
も
、
職
員
と
工
員
と
い
っ
た
類
の
も
の
に
す
ぎ
な
い
。
こ
う
し
た
実
情
に
か
ん
が
み
て
、
同
種
性
は
、
そ
れ
ほ
ど
厳
格
に
解
釈
す
る
必
要
は
な
い
と
さ
れ
る
。
例
え
ば
、
行
政
解
釈
（
昭
和
二
四
・
一
○
・
二
四
労
収
第
八
一
八
○
号
等
）
は
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
「
『
同
様
の
労
働
者
』
と
は
、
労
働
協
約
の
適
用
ざ
れ
得
べ
き
範
囲
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
る
。
例
え
ば
、
当
該
労
働
協
約
が
工
場
事
業
場
の
全
従
業
員
に
適
用
さ
れ
得
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
当
該
工
場
事
業
場
の
従
業
員
た
る
も
の
、
工
員
の
み
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
得
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
工
員
た
る
も
の
、
旋
盤工のみに適用され得るものであれば、旋盤工たるものが夫々『同種の労働者』である二要旨）、と。そして、
（８）
こうした考、えが大方の支持を得ているといってよいであろう。
②
管
理
職
と
「
同
種
の
労
働
者
」
１０１
それでは、これに該当しない管理監督者の場合、どうなるのであろうか。組合員とは職務内容がちがい、した
く皿）
がって待遇も異なる場〈ロ、同種性は否定されると思われる。というのは、いくらそれをゆるやかに解してもいい
◆
●
●
●
●
といっても、｝）の場合には、そもそも労働協約が、おのずから少数労働者にも拡大していくという、一般的拘束
力の基盤自体を欠いているからである。本件のＸが、上記二つの管理監督者のうちどちらにあたるのかは明らか
でないが、部長補佐という、比較的高い地位にある管理職であり、かつ協約上、非組合員とされていた点を考慮
す
る
と
、
同
種
性
を
否
定
さ
れ
る
公
算
大
で
あ
る
。
いともあれ、「同種の労働者」の判断基準についての本判決に対する二つの疑問に関連して強調すべきは、上
記行政解釈（２⑪参照）のいうところの「労働協約の適用され得べき範囲（傍点引用者）」は、「適用が予定され
ている者」（本判決）とは意味内容がちがうという点である。
ぱ、「同種の労働者」たり得るのではないかという点である。というのは、「低労働条件の少数労働者の存在が、
●
●
●
●
■
●
●
●
●
■
●
■
●
（９）
客観的に保障されるべき，ロのとされる団結権を脅かすことを前提として労組法一七条を把える」必要があるから
である。しかし、本件との関係でより重要なのは、第一の疑問とは対照的に、「適用が予定されてい」ても、「同
種の労働者」とはならない場合があるのではないかという点である。こうした例として、行政解釈（昭和一一五・
九・一一九労収第六一四八号）並びに学説は、労働組合の自主性確保の見地から、労組法一一条但書一号によって非
組合員にすべしとされている管理監督者を挙げる。その理由は、管理監督者が「使用者の利益代表者として非組
合員化が要請されているのであるから、労組法一七条の適用においても、法の趣旨は、組合員との『同種性』を
（、）
（皿）
否定するところにあると解するのが相当であ」る、「労組法上協約の適用を予定されていない」、さらに「そｊロ
（皿）
そ，ロ管理職で組合に入れないものに関して、組合が代表資格をもって適切に体系的な規制ができ」ないためであ
る
｡
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㈹本判決は、①労組法一七条の文言（規定上、不利益変更となる
一
般的拘
束
力は認
め
られな
い
と制限
的
に解
釈する理由なし）と②立法趣旨（団結力の維持強化及び統一的労働条件の設定）を根拠にして、「特段の事情がな
（Ｍ）
い限り」、少数労働者の労働条件を不利益に変更する場ムロにも拡張適用されるとの一般的判断をしたが、この問題
を
、
立
法
趣
旨
か
ら
考
察
し
て
い
こ
う
と
す
る
の
は
正
当
で
あ
る
（
文
言
は
決
め
手
に
は
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
）
。
と
い
う
の
は
、
少
数
労
働
者
に
労
働
協
約
が
及
ん
で
い
く
の
は
、
あ
く
ま
で
も
法
律
で
規
定
さ
れ
た
一
般
的
拘
束
力
を
通
じ
て
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
ｊ伯と一）ろで、本判決は、上述したように、立法趣旨を、団結力の維持強化と統一的労働条件の設定の一一点に
求
め
る
。
し
か
し
、
後
者
は
、
な
に
ゆ
え
に
統
一
的
な
労
働
条
件
が
設
定
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
の
か
が
さ
ら
に
問
わ
れ
ね
ば
な
ら
な
⑪
問
題
構
造
上記のように就業規則の変更には合理性がないと判断されたため、Ｘは、従前通り、本件定年後在職制度とい
う有利な労働条件を享受することになる。他方、本判決によると、本件定年制を定めた本件労働協約は、一般的
拘束力の要件をみたしており、これがそのままＸにも拡張適用されると、この基準にまで引き下げられることに
なるが、果たしてこれが妥当なのかどうかが問題となる。すなわち、有利原則と一般的拘束力との関係が間われ
なるが、果坐
る
の
で
あ
る
。
周
知
の
よ
う
に
、
こ
れ
は
、
組
合
員
と
の
関
係
で
は
、
肯
定
説
、
否
定
説
と
に
分
か
れ
て
活
発
に
議
論
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
こ
で
は
、
当
該
組
合
に
は
属
さ
な
い
少
数
労
働
者
と
の
関
係
で
問
題
と
さ
れ
て
い
る
点
で
異
な
る
。
②
本
判
決
の
論
理
３
不
利
な
内
容
の
労
働
協
約
の
拡
張
適
用
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（応）
いため、これ自体を前者と並列させることは妥当でない。前者のみを挙げておけばよい。
いしかし、立法趣旨を団結力の維持強化と理解しても、その内容のとらえ方如何で、少数労働者の有利な労
働条件の存続が認められるかどうかの結論は異なり得る。すなわち、協約基準以下の労働条件の引き上げを通じ
たそれのみか、さらに協約基準以上の労働条件の引き下げを通じたそれをも含むかである。本判決は、①協約基
準以下で雇用されている場合、労働組合の組合員と未組織労働者との不公正な競争が生じ、それが協約基準の引
下げへの圧力となる、また②協約基準以上で雇用されていると、有利な労働条件を求めて組合を脱退する者が生
じ組織を動揺させることになるということから、後者の立場に立って、団結力の維持強化をより強くとらえる考
えを明らかにした点で注目に値する。そして、「特設の事情」については、①勤務に耐え得る健康状態ではない男
子
行
員
及
び
女
子
行
員
に
と
っ
て
は
本
件
定
年
制
の
ほ
う
が
有
利
で
あ
る
、
②
本
件
定
年
制
の
賃
金
水
準
自
体
は
不
相
当
で
な
い
、
③
本
件
定
年
制
の
導
入
は
、
経
営
上
の
都
合
や
必
要
に
基
づ
く
も
の
で
な
く
、
社
会
的
要
請
と
従
業
員
組
合
の
要
求
に
応
え
る
た
め
であった、④Ｙ銀行には、定年延長に伴う人件費の負担増に耐えるだけの経営上の余裕はなかった、⑤本件定年
制の導入には従業員組合の合意があり、また組合内部でも十分な討議が行われた、⑥本件定年後在職制度は、Ｘ
が
個
別
契
約
に
お
い
て
獲
得
し
た
も
の
で
は
な
く
、
事
実
た
る
慣
習
に
基
づ
い
て
い
る
と
の
六
点
か
ら
、
そ
の
存
在
を
否
定
し
た
。
目一般的拘束力と有利原則については、そもそも組合員との関係
で
有利原
則
は認め
ら
れるか
と
いう、
根
本的
な点からの検討が必要であり、また本判決のような結論を肯定するにしても、どのような前提条件をみたさねば
ならないのか〈例、①労働協約自体、適正に成立したものか、②組合加入が認められず、したがって集団的な労
｛脇｝
働条件決定への関与の可能性が否定されている労働者についてｊロ有利な労働条件を引き下げ得るか、③１．シ協
定が締結されている場合、脱退のおそれがなく、したがって引き下げまで認める必要はないから、これ以外の場
合
に
す
べ
き
で
は
な
い
か
）
に
つ
い
て
も
考
察
す
る
必
要
が
あ
る
。
し
か
し
、
こ
こ
で
は
、
そ
こ
ま
で
立
入
る
余
裕
は
な
い
の
で
、
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さ
し
あ
た
り
、
本
判
決
の
判
断
枠
組
み
を
前
提
と
し
、
「
特
段
の
事
情
」
に
つ
い
て
の
み
検
討
し
て
お
く
こ
と
に
す
る
。
㈲「特段の事情」という考えは、少数労働者の有利な労働条件を否定するとの強い拘束力を拡張適用に認め
た場合に、それを例外的に緩和する役割をもって必然的に出てくるものであり、それ自体、不当なものではない
であろう。問題なのは、その具体的内容である。これに関しては、前記東京商工リサーチ事件東京地裁判決が、
Ⅲ個別契約において有利な労働条件を獲得していることに合理的理由があり、団結力の維持強化のためといえど
も
、
そ
の
よ
う
な
個
人
の
既
得
の
利
益
を
否
定
し
尽
す
こ
と
が
著
し
く
不
当
な
場
合
、
及
び
⑪
協
約
当
事
者
が
未
組
織
労
働
者
の
労
働条件の低下を目的として、合理的必要性もないのに労働協約を締結した場合を挙げているのに注目すべきであ
る。帥は、集団的規制と労働者個人の権利・利益とを適正かつ妥当に調整しようとするものと位置づけられる。
こ
れ
に
は
、
右
記
の
他
、
有
利
な
労
働
条
件
存
続
に
対
し
て
期
待
的
地
位
が
肯
認
さ
れ
る
場
合
（
例
、
定
年
直
前
の
退
職
金
）
も
含
められよう。伽は、一般的拘束力の趣旨に反する、いわば濫用的事例と考えられる。こうした場合が存すること
自
体
は
否
定
し
得
な
い
が
、
実
際
上
、
そ
の
事
例
は
ま
れ
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
「
特
段
の
事
情
」
は
、
い
の
個
人
的
側
面
か
ら
の
検
自体は否定し得ないが、実晦
討
が
中
心
に
な
る
と
思
わ
れ
る
。
（１）柳屋孝安「就業規則の不利益変更をめぐる判例法理」学会誌労働法七一号四三頁以下。
本判決は、「特段の事情」の具体的内容については何も述べておらず、したがって上記①Ｉ⑥もどのような視点
か
ら
考
察
し
て
い
る
の
か
必
ず
し
も
明
ら
か
で
な
い
。
本件では特に、期待的地位との関わりで、Ｘが満五五歳に達する約一年半前に本件労働協約が締結され、した
がってそれ以降の生活設計を立てている可能性がある、及びこうした者に対して経過措置が置かれていなかった
との事情が慎重に考慮されるべきであると思われる。
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一
ダーヘ－－－￣、一一、￣、￣、￣、
1６１５１４１３１２１１１０９
－田－－、－〆－－－ｹﾞ、－〆－戸-戸
（
２
）
柳
屋
・
前
掲
論
文
四
二
頁
以
下
参
照
。
（
３
）
横
井
芳
弘
「
定
年
延
長
と
労
働
条
件
の
不
利
益
変
更
」
（
本
判
決
判
例
批
評
）
ジ
ュ
リ
ス
ト
九
一
六
号
七
一
頁
。
（
４
）
中
村
洋
二
郎
Ｉ
中
村
周
而
「
定
年
延
長
と
労
働
条
件
の
不
利
益
変
更
」
〈
本
判
決
判
例
批
評
）
労
句
二
九
七
号
五
頁
。
（
５
）
諏
訪
康
雄
Ⅱ
菅
野
和
夫
「
労
働
判
例
こ
の
一
年
の
争
点
」
労
働
協
会
雑
誌
三
五
○
号
一
五
頁
（
諏
訪
発
言
〉
。
（６）正田彬「労働組合法第一七条論」学会誌労働法四号四五頁、外尾健一『労働団体法』（一九七五年・筑摩書一房）六四六頁、東大
労働法研究会『注釈労働組合法下巻』二九八一一年・有斐閣）八四五頁以下等。
（
７
）
近
藤
享
一
「
労
働
協
約
の
一
般
的
拘
束
力
」
『
労
働
法
体
系
２
』
（
一
九
六
一
一
一
年
・
有
斐
間
）
’
四
九
頁
、
沼
田
稲
次
郎
『
労
働
法
要
説
』
二
九
六
七
年・法律文化社）二一一一三頁、菊池鬮夫Ⅱ林辿腐『全訂労働組合法艶（一九八四年・日本評論社〉二一四頁以下等。
（８）横井芳弘「労働協約の一般的拘束力」『（旧）労働法講座第四巻』（一九五七年・有斐閣）一○二二頁以下、安屋和人「労働協約
の一般的拘束力」』．新労働法講座第五巻』（一九六六年・有斐閣）一一一二三頁以下、片岡鼎『改訂二版労働法②》｛一九八八年・有斐
閣）三一六頁等。
菅
野
和
夫
一
．
労
働
法
第
二
版
』
（
一
九
八
八
年
・
弘
丈
堂
）
四
七
○
頁
。
諏
訪
Ⅲ
菅
野
・
前
掲
座
談
会
一
六
頁
（
諏
訪
発
言
）
。
大石商店事件（和歌山地新宮支判昭五四・一二・二五労民躯一一一○巻六号一一二七一頁）参照。
同
旨
の
判
例
と
し
て
、
前
記
東
京
商
工
リ
サ
ー
チ
事
件
が
あ
る
。
鋤
者
も
こ
め
立
場
に
立
つ
．
拙
稿
一
労
働
協
約
の
一
般
的
拘
束
力
と
余
後
効
」
労
旬
一
一
五
一
二
号
三
二
頁
参
照
。
葡
野
・
前
掲
書
四
七
一
頁
参
照
。
横井・前掲判例批評七一頁。
正
田
彬
「
臨
時
工
と
労
働
協
約
の
一
般
的
拘
束
力
一
季
刊
労
働
法
六
一
号
八
五
頁
。
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